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最近の動向
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ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン（３年度改定版）
民間提案の積極活用(「民間提案推進マニュアル」の改定・３年４月)

「横浜ＰＰＰプラットフォーム」設立（４年11月）

「横浜ＰＰＰリスト」「公民グループ対話」の開始（５年６月）

物価変動等への対応を明確化（市ガイドラインの改訂・６年11月）

ＰＦＩ法によらない民間提案の手続明確化（市ガイドラインの改訂・７年４月）
※運用開始は７年４月１日



ＰＦＩ法によらない民間提案の手続明確化
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（現行の市ＰＦＩガイドライン）
民間事業者は、ＰＦＩ法第６条に基づき、公共施設等の管理者等に
対して、ＰＦＩ事業の提案をすることができます。
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ＰＦＩ法によらない民間提案の手続明確化

（事業手法に応じた一般的な検討プロセス）
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ＰＦＩ法によらない民間提案の手続明確化

（用語の解説）

ＰＦＩ法：民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進
に関する法律（平成 1 1年法律第 1 1 7号）

ＰＦＩ法第６条に基づく民間提案
・平成 2 3年のＰＦＩ法の改正によって創設されたＰＦＩ法第６条に

基づく制度
・ＰＦＩ事業の実施方針やＶＦＭの簡易な評価結果に相当する詳細な

資料に基づく提案

ＰＦＩ法によらない民間提案
・ＰＦＩ法によらない任意の提案（事業概要・スキーム・実施効果等）
・法に基づく提案と比較して自由度の高い提案
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ＰＦＩ法によらない民間提案の手続明確化

（市ＰＦＩガイドラインの改訂内容）

※ご提案内容は、公表の可能性がありますので、
知的財産に該当する内容をお示しいただきます。
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ＰＦＩ法によらない民間提案の手続明確化

【凡例】
共 創：政策経営局共創推進課
Ｆ Ｍ：財政局ファシリティマネジメント推進課
担当課：提案内容を担当する課など
有識者：一般財団法人

地方自治体公民連携研究財団



ＰＦＩ法によらない民間提案の手続明確化

（具体的な手続きイメージ【共創フロントホームページ】）
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※事業の進捗に応じて、提案を受け付け
られない場合がありますので、ご提案を
お考えの際には、政策経営局共創推進課
に先ずはご相談ください。



ＰＦＩ法によらない民間提案の手続明確化

（具体的な手続きイメージ【ＰＦＩホームページ】）
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